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 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると大学共同利用機関法人人間文化
研究機構長が判断した入札者であって、大学
共同利用機関法人人間文化研究機構契約事務
取扱規則第13条の規定に基づいて作成された
予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって
有効な入札を行った入札者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は、入札説明書による。
５ Summary

 Contracting Entity : HIRAKAWA

Minami, Director General National Insti‑

tutes for the Humanities

 Classification of the products to be pro‑

cured : 14

 Nature and quantity of the products to be

rent : National Institute for Japanese Lan‑

guage and Linguistics Replacement of Serv‑

er Virtualization Infrastructure

 Rent period : By 31 August, 2018

 Rent place : National Institute for Japa‑

nese Language and Linguistics

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 5 and 6 of the

Regulation concerning the Contract for

Inter‑University Research Institute Cor‑

poration National Institutes for the Hu‑

manities Furthermore, minors, Person

under Conservatorship or Person under

Assistance that obtained the consent nec‑

essary for concluding a contract may be

applicable under cases of special reasons

within the said clause,

Ｂ have the Grade A, Grade B or Grade C

qualification during fiscal 2018 in the

Kanto・Koshinetsu area in sales of prod‑
uct for participating in tenders Single

qualification for every ministry and agen‑

cy,

Ｃ prove to have prepared a system to

provide rapid after‑sale service and main‑

tenance for the procured products,

Ｄ prove to have the ability to deliver the

products, required by this notice, on the

date and to the place specified by the Ob‑

ligating Officer,

Ｅ meet the qualification requirements

which Director General Inter‑University

Research Institute Corporation National

Institutes for the Humanities mayspecity

in accordance with Article 7 of the Re‑

qulation,

Ｆ not be currently under a suspension of

business order as instructed by Director

General National Institutes for the Hu‑

manities.

 Time limit of tender : 17 : 00 25, May,

2018

 Contact point for the notice : Contract

Section, Financial Affairs Division, Admin‑

istrative Department, National Institute for

Japanese Language and Linguistics, 102
Midori‑cho Tatikawa‑shi Tokyo 1908561
Japan, TEL 0425404392

入札公告の変更
平成30年３月12日（号外政府調達第46号・28

ページ）に掲載した入札公告（第12号天文台）
について、次のとおり一部変更します。
平成 30 年４月５日

大学共同利用機関法人
自然科学研究機構長 小森 彰夫

◎調達機関番号 431 ◎所在地番号 13
１ 調達内容  入札方法
「落札決定に当たっては、入札書に記載され
た金額に当該金額の８パーセントに相当する額
を加算した金額（当該金額に１円未満の端数が
あるときは、その端数金額を切り捨てるものと
する。）をもって落札価格とするので、入札者は、
消費税及び地方消費税に係る課税事業者である
か免税事業者であるかを問わず、見積もった契
約金額の108分の100に相当する金額を入札書に
記載すること。」とあるは「落札者の決定は、総
合評価落札方式をもって行うので、提案に係る
性能、機能等に関する書類（以下「総合評価の

ための書類」という。）を提出すること。なお、
落札決定に当たっては、入札書に記載された金
額に当該金額の８パーセントに相当する額を加
算した金額（当該金額に１円未満の端数がある
ときは、その端数金額を切り捨てるものとす
る。）をもって落札価格とするので、入札者は、
消費税及び地方消費税に係る課税事業者である
か免税事業者であるかを問わず、見積もった契
約金額の108分の100に相当する金額を入札書に
記載すること。」に、
４ その他  落札者の決定方法
「本公告に示した物品を納入できると自然科
学研究機構長が判断した入札者であって、大学
共同利用機関法人自然科学研究機構の契約実施
規則第11条の規定に基づいて作成された予定価
格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入
札を行った入札者を落札者とする。ただし、落
札者となるべき者の入札価格によっては、その
者により当該契約の内容に適合した履行がなさ
れないおそれがあると認められるとき、又はそ
の者と契約を締結することが公正な取引の秩序
を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当
であると認められるときは、予定価格の制限の
範囲内の価格をもって入札した次順位者を落札
者とする。」とあるは「本公告に示した物品を納
入できると自然科学研究機構長が判断した入札
者であって、大学共同利用機関法人自然科学研
究機構の契約実施規則第11条の規定に基づいて
作成された予定価格の制限の範囲内で、自然科
学研究機構長が入札説明書で指定する性能、機
能等（以下「性能等」という。）のうち、必須と
した項目の最低限の要求要件をすべて満たして
いる性能等を提案した入札者の中から、自然科
学研究機構長が入札説明書で定める総合評価の
方法をもって落札者を定める。ただし、落札者
となるべき者の入札価格によっては、その者に
より当該契約の内容に適合した履行がなされな
いおそれがあると認められるとき、又はその者
と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱
すこととなるおそれがあって著しく不適当であ
ると認められるときは、予定価格の制限の範囲
内の価格をもって入札した次順位者を落札者と
する。」に、それぞれ変更します。

入札公告の訂正
平成 30 年４月５日
国立大学法人東京大学総長 五神 真

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 13
〇第 81 号
１ 掲載日 平成30年３月22日（号外政府調達第
53号）
２ 訂正内容 25ページ４段目の入札公告第81号
「デジタル乳房Ｘ線撮影装置 一式」について、
１中、「平成30年７月31日」を「平成30年10月
31日」に、５中、「By 31 July, 2018」を
「By 31 October, 2018」に訂正します。

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
平成 30 年４月５日

成田国際空港株式会社
代表取締役社長 夏目 誠

◎調達機関番号 412 ◎所在地番号 12
〇第 1801 号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 １ＰＴＢバリューアップ工事
 工事場所 成田国際空港内
 工事内容 本工事は、2020年東京オリン
ピック・パラリンピックに向けて、第１旅客
ターミナルビル施設の利便性・価値向上を目
的とした改修を行うものである。
 北ウイング４階 出 発 ロ ビ ー 約
10200 内装改修、付帯設備改修、チェッ
クインカウンター改修（天蓋改修等）、造
作家具工事
 第１サテライト３階 出発ラウンジ 約
2400 内装改修、付帯設備及びサイン
改修、乗継カウンター移設
 第１サテライト４階 到着コンコース
約2000 内装改修、付帯設備及びサイ
ン改修
 第２サテライト３階 出発ラウンジ 約
1800 内装改修、付帯設備及びサイン
改修
 第２サテライト４階 到着コンコース
約1800 内装改修、付帯設備及びサイ
ン改修

 工期 平成32年３月20日まで
 本工事は、「建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律」（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。
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